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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第２四半期
連結累計期間

第23期
第２四半期
連結累計期間

第22期

会計期間
自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日

自　平成30年３月１日
至　平成30年８月31日

自　平成29年３月１日
至　平成30年２月28日

売上高 (千円) 8,718,671 9,137,371 16,774,776

経常利益 (千円) 331,269 60,681 608,240

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 217,390 16,375 414,281

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 217,354 13,620 414,719

純資産額 (千円) 3,273,789 3,234,738 3,384,896

総資産額 (千円) 5,567,770 5,810,757 5,764,059

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 17.36 1.34 33.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 17.33 1.31 33.10

自己資本比率 (％) 58.5 55.0 58.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 180,922 263,669 238,438

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △16,730 △167,374 △26,776

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △202,695 △365,596 93,981

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,739,981 2,814,826 3,084,127
 

　

回次
第22期

第２四半期
連結会計期間

第23期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年６月１日
至　平成29年８月31日

自　平成30年６月１日
至　平成30年８月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 6.78 △0.38
 

（注） １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．当社は、「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」を導入しており、その信託財産として、資産管理サービス信託銀

行株式会社(信託Ｅ口)が保有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として計上し
ております。そのため、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当
期）純利益金額の算定に当たっては、当該株式数を自己株式に含めて普通株式の期中平均株式数を算定して
おります。

　

２ 【事業の内容】
 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
なお、当社は、平成30年２月23日開催の取締役会において、株式会社だいこう証券ビジネスの完全子会社である

株式会社ジャパン・ビジネス・サービスの全株式を取得することを決議し、同日付で、株式会社だいこう証券ビジ
ネスとの間で株式取得に関する株式譲渡契約を締結し、平成30年３月31日に株式会社ジャパン・ビジネス・サービ
スの全株式を取得し、同社を子会社化いたしました。従って、第１四半期連結会計期間より、同社及び同社の子会
社である東京自動車管理株式会社を連結の範囲に含めております。この結果、当社グループの連結決算は、当社を
含む計４社で構成されることとなりました。
また、第１四半期連結会計期間より、東京自動車管理株式会社の「自動車管理事業」を事業セグメントとして追

加し、これを報告セグメントに含まれない「その他」として区分しております。詳細は、「第４　経理の状況　
１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の経済政策及び日銀による金融政策等を背景に企業収益

や雇用・所得環境の改善が続き、個人消費の持ち直しや設備投資の増加により、景気は引き続き緩やかな回復基調

で推移しました。

一方、世界経済は、米国では景気拡大基調が続き、欧州及び中国では持ち直しの状況が見られるなど、総じて堅

調に推移しましたが、米国の通商政策の動向が世界経済に与える影響や金融資本市場の変動の影響などにより、依

然として不透明な状況にあります。

我が国人材サービス業界を取り巻く環境は、ＩＴ、建設、運送業界を始め、小売・サービス業等さまざまな業種

で人手不足が激しさを増していることから、有効求人倍率が高水準で推移し、当人材サービス業界に対する需要も

増加傾向で推移しております。一方、人材サービス業界では、改正労働契約法により平成30年４月から始まった、

有期雇用労働者の無期転換措置に係る諸課題、並びに、改正労働者派遣法により平成30年９月から始まったヒト単

位の派遣期間制限（３年）に係る諸課題等、いわゆる雇用の2018年問題に対する適切な対応が求められておりま

す。

このような経営環境の中、当社グループでは、前期に引き続き、企画提案型の業務処理受託を行うＢＰＯ関連事

業部門を主軸とする事務系人材サービス事業並びに食品加工及び製造加工を中心とする製造系人材サービス事業を

推進してまいりました。また、当社は、証券会社や銀行等の金融商品取引業者等向けのＢＰＯ業務やコールセン

ター業務並びに民間企業や官公庁向けの人材採用関連ＢＰＯ業務等において、株式会社だいこう証券ビジネス（以

下、「ＤＳＢ」という。）と双方の経営資源を相互に活用し合うことによって、それぞれの事業成長及び業務効率

の向上を図るものとし、かかる協力関係を構築・強化することを目的として、平成30年２月23日付にて、当社とＤ

ＳＢとの間で、資本業務提携契約並びにＤＳＢの完全子会社で人材派遣を主たる事業とする株式会社ジャパン・ビ

ジネス・サービス（以下、「ＪＢＳ」という。）の株式取得に関する株式譲渡契約を締結し、当社は、平成30年３

月31日にＪＢＳの全株式を取得し、同社を子会社化しました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績は、民間企業向けＢＰＯ大型プロジェクト案件の１つで業

務受注量の想定以上の縮小及び臨時給付金・マイナンバー関連案件等の売上高の減少があったものの、製造系人材

サービス事業の売上高が好調に推移し、また、ＪＢＳを連結子会社化したこともあり、売上高は前年同期比4.8％増

の9,137,371千円となりました。利益面では、上記大型プロジェクト案件の就業スタッフの有給休暇取得費用の増加

及び新規受注したＢＰＯ案件の営業利益率が、売上高が減少した収益性の高い同大型プロジェクト案件及び臨時給

付金関連案件等の営業利益率に及ばなかったこと、並びに、就業スタッフの採用コストの上昇、社員の待遇改善、

ＪＢＳの連結子会社化等による販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は前年同期比95.8％減の14,145千

円、経常利益は前年同期比81.7％減の60,681千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比92.5％減の

16,375千円となりました。

なお、平成30年３月31日にＪＢＳを子会社化したことにより、ＪＢＳ及びＪＢＳの子会社である東京自動車管理

株式会社を連結の範囲に含めております。これに伴い、第１四半期連結会計期間より、東京自動車管理株式会社の

「自動車管理事業」を事業セグメントとして追加し、これを報告セグメントに含まれない「その他」として区分し

ております。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

（事務系人材サービス事業）

当事業は、民間企業向けＢＰＯ大型プロジェクト案件の１つで業務受注量が想定以上に縮小し、また、臨時給

付金・マイナンバー関連案件等の売上高も減少しましたが、ＢＰＯ関連事業部門を主軸に事業活動を展開し、大

手ＢＰＯ事業者等からの新規受注及び料金改定に努め、また、ＪＢＳを連結子会社化したことから同社の事務系

人材サービス事業の売上高も加わり、当事業の売上高は、前年同期比0.8％増の7,560,916千円となりましたが、

利益面では、上記大型プロジェクト案件の就業スタッフの有給休暇取得費用の増加並びに新規受注したＢＰＯ案

件の営業利益率が、売上高が減少した収益性の高い同大型プロジェクト案件及び臨時給付金関連案件等の営業利

益率に及ばなかったこと、並びに、就業スタッフの採用コストの上昇、社員の待遇改善、ＪＢＳの連結子会社化

等による販売費及び一般管理費の増加により、1,373千円の営業損失（前年同期は営業利益308,700千円）となり

ました。

①　ＢＰＯ関連事業部門

当事業部門は、大手ＢＰＯ事業者、官公庁、金融機関向け案件を新規受注し、料金改定を実施したもの

の、民間企業向けＢＰＯ大型プロジェクト案件の１つで業務受注量が想定以上に縮小し、また、臨時給付

金・マイナンバー関連案件等の売上高が減少したことなどから、当事業部門の売上高は前年同期比25.2％減

の4,620,097千円となりました。

　

②　ＣＲＭ関連事業部門

当事業部門は、テレマーケティング事業者向けの新規受注が首都圏、札幌、大阪、福岡等で持ち直し、ま

た、ＪＢＳを連結子会社化したことより、同社のＣＲＭ関連事業部門の売上高も加わり、当事業部門の売上

高は前年同期比52.9％増の1,384,396千円となりました。

　

③　一般事務事業部門

当事業部門は、官公庁及び民間企業への事務派遣案件の新規受注が増え、また、ＪＢＳを連結子会社化し

たことにより、同社の一般事務事業部門の売上高も加わり、当事業部門の売上高は前年同期比272.9％増の

1,556,421千円となりました。

　

（製造系人材サービス事業）

当事業は、食品加工業者及び大手家電メーカー等からの受注が好調に推移したことから、当事業の売上高は前

年同期比19.3％増の1,453,673千円、利益面では、採用コストの上昇によるスタッフ募集採用費の増加、拠点の開

設、社員の待遇改善等による販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は前年同期比42.0％減の15,368千円

となりました。

　

(2) 財政状態の分析

(資産の部)

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は5,810,757千円となり、前連結会計年度末に比べ46,697千円の

増加となりました。その主な要因は、現金及び預金が369,301千円、未収還付法人税等が13,468千円それぞれ減少

したものの、受取手形及び売掛金が204,092千円、有価証券が100,000千円、繰延税金資産や前払費用等を含むその

他の流動資産が71,589千円、投資その他の資産が60,222千円それぞれ増加したことによるものであります。

　

(負債の部)

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は2,576,018千円となり、前連結会計年度末に比べ196,854千円の

増加となりました。その主な要因は、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）が158,618千円、社債（1

年内償還予定の社債を含む）が37,500千円それぞれ減少したものの、未払金が243,939千円、未払費用や未払消費

税等を含むその他の流動負債が114,273千円それぞれ増加したことによるものであります。
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(純資産の部)

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は3,234,738千円となり、前連結会計年度末に比べ150,157千円

の減少となりました。その主な要因は、利益剰余金が107,901千円、自己株式が39,501千円、その他有価証券評価

差額金が5,868千円それぞれ減少したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前連結会計

年度末に比べ269,301千円減少して、2,814,826千円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、獲得した資金は263,669千円（前年同期は180,922千円の獲得）となりました。

その主な要因は、税金等調整前四半期純利益が60,681千円、売上債権の減少により132,204千円増、未払又は未

収消費税等の増加により44,357千円増、法人税等の還付で15,049千円増となったことによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は167,374千円（前年同期は16,730千円の使用）となりました。

その主な要因は、投資有価証券の取得による支出が72,171千円、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支

出が30,718千円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が63,512千円あったことによるものであり

ます。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、使用した資金は365,596千円（前年同期は202,695千円の使用）となりました。

その主な要因は、自己株式の処分による収入が71,089千円あったものの、長期借入金の返済による支出が

158,618千円、社債の償還による支出が37,500千円、自己株式の取得による支出が104,819千円、配当金の支払が

123,510千円あったことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,400,000

計 38,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年10月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 12,555,800 12,555,800
東京証券取引所
(市場第一部)

１単元の株式数は100株

であります。

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

計 12,555,800 12,555,800 ― ―
 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年10月１日から本書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年６月１日～
平成30年８月31日

－ 12,555,800 － 388,005 － 234,364
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(6) 【大株主の状況】

  平成30年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

スマートキャピタル株式会社 東京都渋谷区道玄坂１－15－３ 5,152 41.03

近藤　裕彦 東京都渋谷区 561 4.47

前田　直典 東京都武蔵野市 246 1.96

キャリアリンク従業員持株会 東京都新宿区西新宿２－１－１ 236 1.89

森村　夏実 東京都新宿区 135 1.08

株式会社だいこう証券ビジネス 東京都江東区潮見２－９－15 125 1.00

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口５)

東京都中央区晴海１－８－11 120 0.96

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 110 0.88

成澤　素明 神奈川県茅ヶ崎市 105 0.84

原　　信夫 大阪市中央区 100 0.80

計 ― 6,894 54.91
 

（注）１．スマートキャピタル株式会社の所有株式数には、日本証券金融株式会社との株式の消費貸借契約に基づく貸

株78,000株を含めて表記しております。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。　

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５)　 120千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　  110千株

３．上記のほか、当社所有の自己株式251,554株（2.00％）があります。なお、自己株式には、株式給付信託の信

託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅロ）が保有する当社株式62,200株は含まれてお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 　  251,500

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  12,301,800 123,018

１単元の株式数は100株で
あります。

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。

単元未満株式 普通株式    　 2,500 ― ―

発行済株式総数  12,555,800 ― ―

総株主の議決権 ― 123,018 ―
 

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の信託財産として資産管理

サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が保有している当社株式62,200株(議決権の数622個)が含まれておりま

す。

２．「単元未満株式」の株式数の欄に自己株式54株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成30年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合

(％)

（自己保有株式）
キャリアリンク株式会社

東京都新宿区西新宿二丁目
１番１号

251,500 ― 251,500 2.00

計 ― 251,500 ― 251,500 2.00
 

（注）１．当社は、上記のほか、単元未満の自己株式54株を保有しております。

２．株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が保有して

いる当社株式62,200株は、上記、自己名義所有株式数として記載しておりません。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、以下のとおりであります。

 
役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　名 異動年月日

取締役 執行役員
営業本部長兼営業四部長

取締役 執行役員
営業本部長兼人材開発部長

島　健人 平成30年７月12日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年６月１日から平成

30年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年３月１日から平成30年８月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          前連結会計年度

(平成30年２月28日)

当第２四半期連結会計期間

(平成30年８月31日)

資産の部   
 流動資産   
  現金及び預金 3,084,127 2,714,826

  受取手形及び売掛金 1,789,535 1,993,628

  有価証券 － 100,000

  たな卸資産 ※1  2,569 ※1  2,677

  未収還付法人税等 15,049 1,581

  その他 164,699 236,288

  貸倒引当金 △463 △411

  流動資産合計 5,055,519 5,048,591

 固定資産   
  有形固定資産 96,152 88,204

  無形固定資産 109,676 111,027

  投資その他の資産 502,711 562,934

  固定資産合計 708,540 762,165

 資産合計 5,764,059 5,810,757

負債の部   
 流動負債   
  短期借入金 66,000 54,000

  1年内償還予定の社債 57,500 40,000

  1年内返済予定の長期借入金 271,356 225,476

  未払金 857,474 1,101,414

  未払法人税等 31,722 56,712

  資産除去債務 13,788 －

  賞与引当金 88,449 108,712

  その他 302,390 416,663

  流動負債合計 1,688,681 2,002,979

 固定負債   
  社債 100,000 80,000

  長期借入金 476,176 363,438

  株式給付引当金 23,782 21,351

  退職給付に係る負債 － 13,403

  資産除去債務 44,027 43,472

  その他 46,496 51,373

  固定負債合計 690,482 573,039

 負債合計 2,379,163 2,576,018

純資産の部   
 株主資本   
  資本金 388,005 388,005

  資本剰余金 231,718 231,718

  利益剰余金 2,880,500 2,772,599

  自己株式 △150,736 △190,237

  株主資本合計 3,349,488 3,202,085

 その他の包括利益累計額   
  その他有価証券評価差額金 － △5,868

  その他の包括利益累計額合計 － △5,868

 新株予約権 16,285 16,285

 非支配株主持分 19,122 22,235

 純資産合計 3,384,896 3,234,738

負債純資産合計 5,764,059 5,810,757
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年８月31日)

売上高 8,718,671 9,137,371

売上原価 7,079,478 7,491,412

売上総利益 1,639,192 1,645,958

販売費及び一般管理費 ※  1,303,980 ※  1,631,813

営業利益 335,211 14,145

営業外収益   

 受取利息 251 481

 受取配当金 － 439

 消費税等差益 － 47,273

 その他 93 1,861

 営業外収益合計 344 50,056

営業外費用   

 支払利息 2,952 2,913

 社債発行費償却 604 －

 その他 729 606

 営業外費用合計 4,286 3,519

経常利益 331,269 60,681

税金等調整前四半期純利益 331,269 60,681

法人税、住民税及び事業税 97,378 35,383

法人税等調整額 16,500 5,808

法人税等合計 113,878 41,192

四半期純利益 217,390 19,489

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 3,113

親会社株主に帰属する四半期純利益 217,390 16,375
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年８月31日)

四半期純利益 217,390 19,489

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △36 △5,868

 その他の包括利益合計 △36 △5,868

四半期包括利益 217,354 13,620

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 217,354 10,506

 非支配株主に係る四半期包括利益 － 3,113
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 331,269 60,681

 減価償却費 36,054 68,742

 のれん償却額 － 5,999

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △133 △52

 賞与引当金の増減額（△は減少） △7,107 △10,012

 株式給付引当金の増減額（△は減少） 3,348 △2,431

 受取利息及び受取配当金 △251 △921

 支払利息 2,952 2,913

 社債発行費償却 604 －

 売上債権の増減額（△は増加） 185,478 132,204

 たな卸資産の増減額（△は増加） 16,302 △107

 未払金の増減額（△は減少） △87,463 △77,066

 未払又は未収消費税等の増減額 △139,973 44,357

 その他 40,385 55,834

 小計 381,466 280,141

 利息及び配当金の受取額 251 921

 利息の支払額 △2,917 △2,809

 法人税等の支払額 △197,877 △29,633

 法人税等の還付額 － 15,049

 営業活動によるキャッシュ・フロー 180,922 263,669

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 － △72,171

 有形固定資産の取得による支出 △5,224 △13,595

 無形固定資産の取得による支出 △9,565 △17,123

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △63,512

 敷金及び保証金の差入による支出 △1,345 △7,628

 敷金及び保証金の回収による収入 1,297 6,322

 その他 △1,892 333

 投資活動によるキャッシュ・フロー △16,730 △167,374

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） － △12,000

 長期借入れによる収入 100,000 －

 長期借入金の返済による支出 △136,832 △158,618

 社債の発行による収入 49,395 －

 社債の償還による支出 △68,000 △37,500

 自己株式の取得による支出 △21,486 △104,819

 自己株式の処分による収入 － 71,089

 配当金の支払額 △125,077 △123,510

 その他 △694 △238

 財務活動によるキャッシュ・フロー △202,695 △365,596

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △38,503 △269,301

現金及び現金同等物の期首残高 2,778,484 3,084,127

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,739,981 ※  2,814,826
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、株式会社ジャパン・ビジネス・サービスの全株式を取得したため、同社及び同社の

子会社である東京自動車管理株式会社を連結の範囲に含めております。　

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成30年２月28日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年８月31日)

貯蔵品 2,569千円 2,677千円
 

　

　２ 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行5行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成30年２月28日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年８月31日)

当座貸越極度額の総額 630,000千円 660,000千円

借入実行残高 36,000 36,000 

差引額 594,000 624,000 
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
 至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
 至　平成30年８月31日)

給与及び賞与 565,172千円 694,618千円

賞与引当金繰入額 45,100 63,194 

退職給付費用 8,840 13,605 
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は以下のと
おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
 至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
 至　平成30年８月31日)

現金及び預金勘定 2,639,981千円 2,714,826千円

有価証券勘定に含まれる
合同運用指定金銭信託

100,000 100,000 

現金及び現金同等物 2,739,981 2,814,826 
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日)
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月30日
定時株主総会

普通株式 125,556 10.00 平成29年２月28日平成29年５月31日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ｅ口）が保有している当社株式29,400株に対する配当金294千円が含まれております。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自　平成30年３月１日　至　平成30年８月31日)
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月30日
定時株主総会

普通株式 123,774 10.00 平成30年２月28日平成30年５月31日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ｅ口）が保有している当社株式62,600株に対する配当金626千円が含まれております。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日)
　
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（単位：千円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）

事務系
人材

サービス
事業

製造系
人材

サービス
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 7,500,523 1,218,148 8,718,671 － 8,718,671 － 8,718,671

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 7,500,523 1,218,148 8,718,671 － 8,718,671 － 8,718,671

セグメント利益 308,700 26,510 335,211 － 335,211 － 335,211
 

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、平成29年３月１日に当社100％出資の子会社であるキャリアリンクファクトリー株式会社を設立し、

同社を連結子会社としたことに伴い、第１四半期連結会計期間より、従来の「総合人材サービス事業」の単一

セグメントから、「事務系人材サービス事業」と「製造系人材サービス事業」の２つの報告セグメントに変更

しております。
　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自　平成30年３月１日　至　平成30年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　（単位：千円）

 

報告セグメント

その他
（注１）

合計 調整

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

事務系
人材

サービス
事業

製造系
人材

サービス
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 7,560,572 1,453,673 9,014,245 123,125 9,137,371 － 9,137,371

セグメント間の内部
売上高又は振替高

343 － 343 － 343 △343 －

計 7,560,916 1,453,673 9,014,589 123,125 9,137,714 △343 9,137,371

セグメント利益
又は損失（△）

△1,373 15,368 13,995 150 14,145 － 14,145
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東京自動車管理株式会社にお

ける自動車管理事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、平成30年３月31日に株式会社ジャパン・ビジネス・サービスを子会社化し、同社及び同社の子会社

である東京自動車管理株式会社を連結の範囲に含めております。これに伴い、第１四半期連結会計期間より、

東京自動車管理株式会社の「自動車管理事業」を事業セグメントとして追加し、これを報告セグメントに含ま

れない「その他」として区分しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分方法により作成したものを記載してお

ります。
　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
　至　平成30年８月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 17円36銭 1円34銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 217,390 16,375

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

217,390 16,375

    普通株式の期中平均株式数(株) 12,519,766 12,238,581

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17円33銭 1円31銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － △319

　 （うち子会社の潜在株式による調整額(千円)） (－) (△319)

    普通株式増加数(株) 20,966 20,962

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額及

び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除し

た当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間35,880株、当第２四半期連結累計期間62,526株で

あります。

　　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 
平成30年10月12日

キャリアリンク株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　牧　　野　　隆　　一  　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　守　　谷　　徳　　行  　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキャリアリンク

株式会社の平成30年３月１日から平成31年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年６月１日か

ら平成30年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年３月１日から平成30年８月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キャリアリンク株式会社及び連結子会社の平成30年８月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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